
− 5 − 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 章 
 
 

総 説 
 

 

 

  

- 5 -



− 6 − 

 

 

 

目次 

１  保健医療局の沿革 ......................................   7 

２  福祉局・ 保健医療局間の連携 . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   10 

３  保健医療局組織一覧表 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   12 

４  保健医療局各課の分掌事務 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   14 

５  保健医療局職員定数 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   22 

６  令和７ 年度保健医療局所管予算 . . . . . . . . . . . . . . . . .   23 

７  附属機関 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   25 

８  事業所・ 政策連携団体等一覧 . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   28 

９  保健医療局所管の主な法定計画等 . . . . . . . . . . . . . . .   29 

10 保健医療局重要施策 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   30 

11 福祉保健を取り 巻く 現状 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   32 

12 保健医療事務事業に係る 区市町村と の連絡調整 . . .   39 

13 保健医療局の防災対策 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   41 

14 保健医療分野のＤ Ｘ 推進 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   42 

 
  

- 6 -



− 7 − 

 

 

 

１ 保健医療局の沿革 

（ 1） 局の沿革 

【 衛生局・ 健康局】  

終戦後の昭和21年９ 月、 民生局から 分離し 、 衛生局が発足し た（ 総務課・ 公衆衛生課・ 医務課・

防疫課・ 薬務課・ 清掃課の６ 課体制）。  

昭和22年５ 月には、 環境衛生業務が警視庁から 移管さ れた。  

保健所については、 昭和22年の保健所法全面改正を 受け、 昭和23年10月には新制保健所が発足

（ 41保健所３ 出張所体制） し 、 地方の公衆衛生の指導業務と 行政事務と を一体的に実施する 機関

と なった。  

昭和23年７ 月の保健婦助産婦看護婦法の制定によ り 、 看護婦等の養成制度が改めら れたのを受

け、 昭和24年の第一高等看護学院（ 現広尾看護専門学校） 設置を はじ め、 順次看護学院を 開設し 、

看護婦等の養成体制整備を行った。  

清掃事業については、 昭和27年11月の部制への移行に伴い清掃本部と なり 、 昭和29年７ 月には、

衛生局から 独立し た（ 昭和31年に清掃局発足） 。  

昭和40年代に入る と 、 公害によ る 健康被害が社会問題と なった。 昭和42年、 公害対策基本法が

制定さ れ、 国は対策を強化し た。 昭和45年に公害保健の専管組織（ 公害保健課） を設置し たほか、

保健所に職員を配置し 、 大気測定機器を設置する など 、 対応強化を図った。  

昭和40年８ 月には、 母子保健法が制定さ れ、 母子の健康増進によ る 国民保健の向上を目指し 、

妊婦・ 乳児の健康審査、 相談、 医療援護等の各事業の推進を図った。  

昭和42年の児童福祉法改正によ り 、 重症心身障害児施設が児童福祉施設に位置付けら れる と 、

昭和43年４ 月には、 都で初めての重症心身障害児（ 者） 施設と し て、 府中療育センタ ーを開設し

た。  

都立病院については、 昭和30年以降、 総合病院化を 進め、 昭和44年の「 東京都中期計画－1969

年」 では、 都内全域をカバーする 特殊専門医療を提供する 高度医療機関と 位置付けら れた。 同年

７ 月には、 病院管理部が発足し 、 都立病院の管理が医務部から 独立し た。  

昭和50年４ 月には、 地方自治法の一部改正を受け、 特別区への保健所移管を行った（ 53保健所、 11

保健相談所）。  

同時期に、 食品衛生事務事業を特別区に移管し たが、 全都的な執行体制の確保が必要な場合も

ある こ と から 、 協定等によ り 都と 特別区が連携し て運営する こ と と し た。  

昭和60年の医療法改正で各都道府県に医療計画の策定が義務付けら れたこ と を受け、 平成元年

２ 月、 「 東京都保健医療計画」 を策定し た。 こ の計画は、 医療法上の医療計画と し てだけではな

く 、 健康づく り から 疾病の予防・ 治療、 リ ハビ リ テーショ ン及び介護を支える 保健・ 医療・ 福祉

の連携に基づく 包括的な保健医療体制の構築を目指すも のであり 、 都の責任と 施策の方向性を 明

ら かにする 総合的・ 基本的な計画と し て策定さ れた。  
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平成６ 年の保健所法の地域保健法への改正など を踏ま え、 平成９ 年４ 月には、 保健所の再編整

備を 行い、 13保健所４ 出張所体制と なった。 平成11年11月には、 いき いき ・ 安心・ 安全に暮ら せ

る 21世紀の東京を目指し 、 衛生行政の改革を行う 「 衛生局改革アク ショ ンプラ ン（ 第一次） 」 を

策定し 、 平成12年６ 月には、 「 開かれた医療」 、 「 安心でき る 医療」 及び「 無駄のない医療」 の

改革方針を明ら かにし た「 東京発医療改革」 を発表し た。 こ れを踏ま え、 同年８ 月に東京の医療

改革と その中核と なる 都立病院改革の具体的な取組を 示し た「 衛生局改革アク ショ ンプラ ン（ 第

二次） 」 を策定し た。  

平成14年４ 月には、 病院経営部門を病院経営本部と し て分離する と と も に組織改正を行い、 ５

部体制で、 局名を健康局と し た。  

 

【 福祉保健局】  

都においては、 永く 、 福祉行政の主管局と し て福祉局が、 衛生行政の主管局と し て衛生局・ 健

康局が、 積極的に都民福祉の向上を進め、 都民の福祉・ 保健・ 医療ニーズに応えてき た。  

両局においては、 各種計画の策定や事業執行に際し 連携を 図ってき たが、 少子高齢化の進行や

介護保険の導入など に伴い、 福祉・ 保健・ 医療の連携がま すま す強く 求めら れる 状況になった。  

こ のため、 少子高齢社会に対応し 、 健康に対する 都民の不安を払し ょ く する 観点から 、 平

成16年８ 月に福祉局と 健康局を統合し 、 福祉・ 保健・ 医療に関する 施策の総合化・ 一体化を

図る こ と と し た。  

局統合後の平成18年２ 月には、 本格的な高齢化や、 人口減少社会の到来など を背景と し て、 改

めて都の福祉保健施策に対する 基本姿勢を明ら かにする ため、 「 福祉・ 健康都市東京ビ ジョ ン 」

を策定し た。 こ のビ ジョ ンでは、 誰も が「 自ら 積極的に健康づく り 」 に取り 組み、 就労や地域生

活など 「 その人ら し い自立」 を目指すこ と ができ る よ う 、 主体的に生活でき る 社会の構築を目指

し 、 施策を展開し ていく こ と と し た。  

令和２ 年７ 月には、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症への組織対応力を 強化する ため、 感染症対策部

を設置し た。  

令和４ 年７ 月には、 都立病院と 公社病院を一体と し た法人と し て、 地方独立行政法人東京都立

病院機構が設立さ れた。  

地方独立行政法人化に伴い、 行政的医療の安定的な提供など 、 都の医療政策と 連携し て法人が

その役割を確実に果たせる よ う 、 福祉保健局に、 法人と の各種調整など 運営支援を担う 都立病院

支援部を設置し た。  
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（ 2） 保健医療局の設置 

福祉や保健医療を取り 巻く 社会的課題は、 高度化、 複雑化を増し てき ており 、 こ れら の課題に

的確に対応する ためには、 都民や事業者のニーズに寄り 添いながら 、 実効性ある 施策をよ り 一層、

機動的に展開する 必要がある 。  

こ のよ う な背景の下、 福祉保健局は、 都民の生命と 健康を守り 、 福祉・ 保健・ 医療サービ ス を

将来にわたっ て盤石なも のにする ため、 令和５ 年７ 月に「 福祉局」 と 「 保健医療局」 に再編し 、

よ り 高い専門性と 機動性を発揮でき る 組織へと 変革を図る こ と と し た。  

保健医療局は、 総務部、 企画部、 保健政策部、 医療政策部、 都立病院支援部、 健康安全部、 感

染症対策部の７ 部体制で発足し た。 ま た、 保健医療施策の更なる 充実を図る と と も に、 こ れま で

培っ た福祉・ 保健・ 医療の連携を継承する ため、 保健医療局と 福祉局に跨る 政策課題の連携体制

を整えている 。  
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２ 福祉局・保健医療局間の連携 

両局では、 誰も が、 生涯を通じ て、 安全・ 安心に暮ら し 続ける こ と ができ る よ う 、 都民の生命

と 健康を守り 、 地域での自立を支える 新し い福祉を実現する こ と を理念と し て、 福祉・ 保健・ 医

療施策を一体的に推進し ている 。  

令和５ 年７ 月の局再編後も 、 福祉、 保健医療の専門性を両局が高度に発揮する こ と に加え、 母

子保健・ 子育て支援、 精神障害者への支援、 認知症のある 人への支援、 新興感染症等への対応、

自殺総合対策など 分野横断的な課題に対応する ため、 両局に跨る 政策課題の企画立案・ 総合調整

を行う 部門を中心に、 こ れま で培った知見やノ ウ ハウ を継承し つつ、 両局が緊密に連携し て対応

する 体制を整えている 。  

局間連携に当たり 、 「 顔の見える 関係づく り 」 を図っており 、 ラ イ ン部長会や事業所長会等を

両局合同で開催する ほか、 企画立案・ 意思決定を担う 両局の総務部・ 企画部では、 予算編成など

について情報共有及び意識合わせを行う ため、 定期的に両局連携ミ ーティ ングを実施する 等の取

組を行っている 。  

ま た、 両局間での人的融合・ 育成を図る ため、 人事異動によ る 人材交流についても 、 両局で密

接に連携し て実施する ほか、 未来型オフィ ス 整備に当たっては、 両局で政策上の関連が深い部を

同一フ ロ アに配置し 、 日常的かつ有機的に連携が図れる 執務環境の構築を進めている 。  

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

福祉局 保健医療局

○生活福祉施策

○子供と家庭・女性福祉、

母子保健施策
○高齢者施策

○障害者（児）施策

○健康づくりの推進

○医療提供体制の整備

○健康安全施策
○感染症対策の基盤整備

連携

●母子保健・子育て
●精神障害者への支援
●認知症のある人への支援

●新興感染症等対応
●自殺総合対策
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３ 保健医療局組織一覧表（令和７年４月１日現在） 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

保保健健医医療療局局

次次 長長

技技 監監

総総 務務 部部 総 務 課 ( 10 )

（担当課長1）

職 員 課 ( 5 )

企企 画画 部部 企 画 政 策 課 ( 9 )

（担当部長2 ）　 （担当課長4 ）

健 康 危 機 管 理 調 整 課 ( 1)

計 理 課 ( 6 )

（担当部長1） （担当課長6 ）

健 康 推 進 課 ( 9 )

（担当課長2 ）

保保 健健 政政 策策 部部 保 健 政 策 課 ( 7 )

疾 病 対 策 課 ( 8 )

（担当課長1）

国 民 健 康 保 険 課 ( 11)

（担当課長4 、専門課長1）

保 健 所 【6 】 出 張 所 【4 】 支 所 【2 】

（担当部長1） （担当課長4 ）

救 急 災 害 医 療 課 ( 11)

（担当課長1）

医医 療療 政政 策策 部部 医 療 政 策 課 ( 11)

医 療 安 全 課 ( 5 )

医 療 人 材 課 ( 7 )
監察医務院 【1】

（担当課長1）

看 護 専 門 学 校 【7 】

本庁 ７ 部 ２ ２ 課 １ ８ ９ 課長代理

（ 次長 技監 １ ０ 担当部長 ４ ２ 担当課長 ５ 専門課長）

事業所 ２ 級事業所 １ ０
３ 級事業所 １ ３
４ 級事業所 ５ 計 ２ ８ 事業所

（ ） は課長代理数
【 】 は事業所数

- 12 -



− 13 − 

 

 

 

都都 立立 病病 院院 支支 援援 部部 法 人 調 整 課 ( 7 )

（担当課長2 ）

健健 康康 安安 全全 部部 健 康 安 全 課 ( 7 )

（担当部長1） （担当課長1）

食 品 監 視 課 ( 11)

（担当課長1、専門課長1）

薬 務 課 ( 16 )

（担当課長1、専門課長1）

環 境 保 健 衛 生 課 ( 13 )

（担当課長1、専門課長2 ）

動 物 愛 護 相 談 セ ン タ ー 【1】 出 張 所 【1】

【1】

健 康 安 全 研 究 セ ン タ ー 【1】

市 場 衛 生 検 査 所 【1】 出 張 所 【2 】

食 肉 衛 生 検 査 所 【1】

感感 染染 症症 対対 策策 部部 計 画 課 ( 5 )

（担当部長5 ） （担当課長2 ）

調 査 ・ 分 析 課 ( 6 )

（担当課長5 ）

防 疫 課 ( 13 )

（担当課長2 ）

医 療 体 制 整 備 課 ( 11)

（担当課長3 ）

支 所
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４ 保健医療局各課の分掌事務（東京都組織規程第26条の２） 
 

総 務 部 

総 務 課 

一 局所属職員（ 課長及びこ れに準ずる 職以上の職にあ る 者に限る 。 ） の人事に関する こ と 。  

二 局事務事業に関する 法規の調査及び解釈に関する こ と 。  

三 局の公文書類の収受、 配布、 発送、 編集及び保存に関する こ と 。  

四 局事務事業の管理改善に関する こ と 。  

五 局事務事業の広報及び広聴に関する こ と 。  

六 局の情報公開に係る 連絡調整等に関する こ と 。  

七 局の個人情報の保護に係る 連絡調整等に関する こ と 。  

八 局事務事業に係る 調査及び統計に関する こ と 。  

九 保健医療情報の収集及び管理に関する こ と 。  

十 局の契約に関する こ と 。  

十一 局の財産及び物品の管理並びに工事に関する こ と 。  

十二 監査及び検査の連絡調整に関する こ と 。  

十三 局内他の部及び課に属し ないこ と 。  

 

職 員 課 

一 局の組織及び定数に関する こ と 。  

二 局所属職員の人事（ 課長及びこ れに準ずる 職以上の職にある 者に係る も のを 除く 。 ） 及

び給与に関する こ と 。  

三 局所属職員の福利厚生に関する こ と 。  

四 局所属職員の安全衛生に関する こ と 。  

五 東京都職員研修規則第四条の規定に基づく 研修に関する こ と 。  

六 医療従事者等の教育訓練に関する こ と （ 他の局及び部に属する も のを 除く 。 ） 。  

 

企 画 部 

企画政策課 

一 局事務事業の総合的な企画及び調整に関する こ と （ 他の課に属する も のを 除く 。 ） 。  

二 保健医療の研究に関する こ と 。  

三 局事務事業のデジタ ル関連施策の企画、 調整及び推進に関する こ と 。  

四 保健医療に係る 区市町村と の連絡及び調整に関する こ と 。  

五 局の所管に係る 政策連携団体等の指導、 監督等に関する こ と 。  
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健康危機管理調整課 

一 健康危機管理に係る 総合的な調整に関する こ と 。  

 

計 理 課 

一 局の予算、 決算及び会計（ 他の部に属する も のを 除く 。 ） に関する こ と 。  

二 局事務事業の進行管理に関する こ と 。  

三 局事務事業の行政評価の実施に関する こ と 。  

 

保健政策部 

保健政策課 

一 保健施策の総合的な企画及び調整に関する こ と 。  

二 保健所事務事業の調整に関する こ と （ 他の局、 部及び課に属する も のを 除く 。 ） 。  

三 東京都保健所の設置、 管理及び運営に関する こ と 。  

四 部内他の課に属し ないこ と 。  

 

健康推進課 

一 健康づく り 施策の計画、 連絡調整及び実施に関する こ と 。  

二 健康増進法の施行に関する こ と （ 他の局及び部に属する も のを 除く 。 ） 。  

三 栄養士法の施行に関する こ と 。  

四 成人保健対策の計画及び調整に関する こ と 。  

五 生活習慣病の予防に関する こ と 。  

六 がん予防及び早期発見に関する こ と 。  

七 自殺総合対策に関する こ と 。  

 

疾病対策課 

一 難病対策に関する こ と 。  

二 原子爆弾被爆者に対する 援護に関する 法律の施行に関する こ と 。  

三 臓器の移植に関する 法律の施行に関する こ と 。  

四 安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する 法律の施行に関する こ と （ 献血の推進及び

血液製剤の適正使用に関する も のに限る 。 ） 。  

 

国民健康保険課 

一 国民健康保険法の施行に関する こ と 。  

二 国民健康保険事業の計画及び調査に関する こ と 。  
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三 東京都国民健康保険運営協議会及び東京都国民健康保険審査会に関する こ と 。  

四 国民健康保険事業の指導及び検査に関する こ と 。  

五 国民健康保険組合に関する こ と 。  

六 国民健康保険法に基づく 東京都国民健康保険団体連合会に関する こ と 。  

七 後期高齢者医療制度に関する こ と 。  

八 医療費適正化計画に関する こ と 。  

九 国民健康保険の医療に関する こ と 。  

十 国民健康保険法によ る 療養の給付に係る 保険医療機関及び保険薬局並びに保険医及び保

険薬剤師の指導、 報告等に関する こ と 。  

十一 高齢者の医療の確保に関する 法律によ る 療養の給付に係る 保険医療機関及び保険薬局

並びに保険医及び保険薬剤師の指導、 報告等に関する こ と 。  

 

医療政策部 

医療政策課 

一 医療施策の総合的な企画及び調整に関する こ と 。  

二 東京都医療審議会に関する こ と 。  

三 保健医療計画に関する こ と 。  

四 医療改革の推進に関する こ と 。  

五 医療機関の整備に関する こ と （ 他の局、 部及び課に属する も のを 除く 。 ） 。  

六 地域医療シス テム に関する こ と 。  

七 保健医療情報セン タ ーに関する こ と 。  

八 歯科衛生に関する こ と 。  

九 心身障害者口腔保健セン タ ーに関する こ と 。  

十 地域がん医療に係る 計画及び調整に関する こ と 。  

十一 リ ハビ リ テーショ ン 医療に係る 計画及び調整に関する こ と 。  

十二 東京都リ ハビ リ テーショ ン 病院に関する こ と 。  

十三 部内他の課に属し ないこ と 。  

 

救急災害医療課 

一 救急医療に関する こ と （ 他の局、 部及び課に属する も のを 除く 。 ） 。  

二 小児医療に関する こ と （ 他の局及び課に属する も のを 除く 。 ） 。  

三 周産期医療に関する こ と 。  

四 災害時の医療救護に関する こ と （ 他の局に属する も のを 除く 。 ） 。  

五 島し よ 等へき 地の医療に関する こ と 。  
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医療安全課 

一 医療法の施行に関する こ と 。  

二 医療施設の監視及び指導に関する こ と 。  

三 死体解剖保存法の施行に関する こ と 。  

四 監察医務院に関する こ と 。  

五 その他医務に関する こ と 。  

 

医療人材課 

一 医療従事者の育成施策に係る 計画及び調整に関する こ と 。  

二 医師法、 歯科医師法、 歯科衛生士法及び歯科技工士法の施行に関する こ と 。  

三 あん摩マッ サージ指圧師、 はり 師、 き ゆう 師等に関する 法律及び柔道整復師法の施行に

関する こ と 。  

四 診療放射線技師法の施行に関する こ と 。  

五 臨床検査技師等に関する 法律の施行に関する こ と 。  

六 理学療法士及び作業療法士法の施行に関する こ と 。  

七 視能訓練士法の施行に関する こ と 。  

八 臨床工学技士法の施行に関する こ と 。  

九 義肢装具士法の施行に関する こ と 。  

十 救急救命士法の施行に関する こ と 。  

十一 言語聴覚士法の施行に関する こ と 。  

十二 医療社会事業に関する こ と 。  

十三 保健師助産師看護師法の施行に関する こ と 。  

十四 東京都准看護師試験委員会に関する こ と 。  

十五 東京都看護師等修学資金選考委員会に関する こ と 。  

十六 保健師、 助産師、 看護師及び准看護師の技術指導に関する こ と 。  

十七 保健師、 助産師、 看護師及び准看護師の養成及び定着対策の援助に関する こ と 。  

十八 看護専門学校に関する こ と 。  

 

都立病院支援部 

法人調整課 

一 地方独立行政法人東京都立病院機構に関する こ と 。  
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健康安全部 

健康安全課 

一 部所管事業の総合的な企画及び調整に関する こ と 。  

二 調理師法及び製菓衛生師法の施行に関する こ と 。  

三 東京都ふぐ の取扱い規制条例に基づく 試験及び免許に関する こ と 。  

四 理容師法（ 管理理容師の講習及び理容師養成施設に関する こ と に限る 。 ） 、 美容師法

（ 管理美容師の講習及び美容師養成施設に関する こ と に限る 。 ） 及びク リ ーニン グ 業法

（ 試験、 免許、 ク リ ーニン グ 師の研修及びク リ ーニン グ 業務従事者の講習に関する こ と に

限る 。 ） の施行に関する こ と 。  

五 食品衛生法( 食品衛生管理者及び食品衛生監視員の養成施設並びに食品衛生管理者の資

格認定講習に関する こ と に限る 。 ) の施行に関する こ と 。  

六 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する 法律( 食鳥処理衛生管理者の養成施設及び

資格認定講習に関する こ と に限る 。 ) の施行に関する こ と 。  

七 東京都健康安全研究セン タ ーに関する こ と （ 他の部に属する も のを 除く 。 ） 。  

八 部内他の課に属し ないこ と 。  

 

食品監視課 

一 食品衛生に係る 計画及び調整に関する こ と 。  

二 食品衛生に係る 規格及び基準に関する こ と 。  

三 食品衛生営業に係る 許可及び監視指導並びに行政処分等に関する こ と 。  

四 食中毒の防止及び調査に関する こ と 。  

五 乳及び乳製品の成分規格等に関する 命令の施行に関する こ と 。  

六 特別用途食品に関する こ と 。  

七 健康増進法に基づく 誇大表示の監視、 指導等に関する こ と 。  

八 健康食品対策に関する こ と （ 他の課に属する も のを 除く 。 ） 。  

九 東京都食品安全条例の施行に関する こ と 。  

十 東京都食品安全審議会に関する こ と 。  

十一 東京都ふぐ の取扱い規制条例の施行に関する こ と （ 他の課に属する も のを 除く 。 ） 。  

十二 と 畜場法の施行に関する こ と 。  

十三 牛海綿状脳症対策特別措置法の施行に関する こ と （ 他の局に属する も のを 除く 。 ） 。  

十四 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する 法律の施行に関する こ と ( 他の課に属す

る も のを 除く 。 ) 。  

十五 化製場等に関する 法律の施行に関する こ と （ 他の課に属する も のを 除く 。 ） 。  

十六 動物質原料の運搬等に関する 条例の施行に関する こ と 。  
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十七 食品表示法の施行に関する こ と 。  

十八 米穀等の取引等に係る 情報の記録及び産地情報の伝達に関する 法律の施行に関する こ

と （ 他の局に属する も のを 除く 。 ） 。  

十九 東京都消費生活条例における 食品表示に関する こ と （ 他の局に属する も のを 除く 。 ） 。  

二十 市場衛生検査所及び食肉衛生検査所に関する こ と 。  

二十一 農林水産物及び食品の輸出の促進に関する 法律の施行に関する こ と （ 他の局に属す

る も のを 除く 。 ） 。  

二十二 その他食品衛生関係法令の施行に関する こ と 。  

 

薬 務 課 

一 医薬品、 医療機器等の品質、 有効性及び安全性の確保等に関する 法律の施行に関する こ

と 。  

二 薬剤師法の施行に関する こ と 。  

三 毒物及び劇物取締法の施行に関する こ と 。  

四 麻薬及び向精神薬取締法の施行に関する こ と 。  

五 大麻草の栽培の規制に関する 法律の施行に関する こ と 。  

六 あへん法の施行に関する こ と 。  

七 覚醒剤取締法の施行に関する こ と 。  

八 安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する 法律の施行に関する こ と （ 献血の推進及び

血液製剤の適正使用に関する も のを 除く 。 ） 。  

九 有害物質を 含有する 家庭用品の規制に関する 法律の施行に関する こ と 。  

十 東京都薬物の濫用防止に関する 条例の施行に関する こ と 。  

十一 薬局等の行う 医薬品の広告の適正化に関する 条例の施行に関する こ と 。  

十二 東京都薬事審議会に関する こ と 。  

十三 医薬分業の質的向上に関する こ と 。  

十四 健康食品対策に関する こ と （ 他の課に属する も のを 除く 。 ） 。  

十五 東京都麻薬中毒審査会に関する こ と 。  

十六 薬物乱用防止の普及啓発に関する こ と 。  

十七 その他薬事衛生に関する こ と 。  

 

環境保健衛生課 

一 生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する 法律の施行に関する こ と 。  

二 東京都生活衛生審議会に関する こ と 。  

三 環境に係る 保健衛生対策の計画及び調整に関する こ と 。  
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四 理容師法、 美容師法及びク リ ーニン グ業法の施行に関する こ と （ 他の課に属する も のを

除く 。 ） 。  

五 興行場法、 旅館業法及び公衆浴場法の施行に関する こ と 。  

六 墓地、 埋葬等に関する 法律の施行に関する こ と （ 他の局に属する も のを 除く 。 ） 。  

七 温泉法の施行に関する こ と （ 他の局に属する も のを 除く 。 ） 。  

八 建築物における 衛生的環境の確保に関する 法律の施行に関する こ と 。  

九 住宅宿泊事業法の施行に関する こ と （ 他の局に属する も のを 除く 。 ） 。  

十 プール等取締条例の施行に関する こ と 。  

十一 胞衣及び産汚物取締条例の施行に関する こ と 。  

十二 大気汚染に係る 健康障害者に関する こ と 。  

十三 狂犬病予防法の施行に関する こ と 。  

十四 動物の愛護及び管理に関する 法律の施行に関する こ と 。  

十五 東京都動物愛護管理審議会に関する こ と 。  

十六 感染症の予防及び感染症の患者に対する 医療に関する 法律の施行に関する こ と （ 動物 

由来感染症に関する も のに限る 。 ） 。  

十七 化製場等に関する 法律の施行に関する こ と （ 政令で定める 動物の飼養、 収容施設に関

する も のに限る 。 ） 。  

十八 動物愛護相談セン タ ーに関する こ と 。  

十九 愛玩動物看護師法に基づく 愛玩動物看護師養成所の指定に関する こ と （ 他の局に属す

る も のを 除く 。 ) 。  

二十 水道法の施行に関する こ と 。  

二十一 環境に係る 健康影響調査に関する こ と 。  

二十二 室内環境保健対策に関する こ と 。  

二十三 アレ ルギー疾患に関する こ と （ 他の局及び部に属する も のを 除く 。 ） 。  

二十四 その他環境に係る 保健衛生対策及び環境衛生措置に関する こ と （ 他の局、 部及び課

に属する も のを 除く 。 ） 。  

 

感染症対策部 

計 画 課 

一 部所管事業の総合的な企画及び調整に関する こ と 。  

二 感染症の予防のための施策の実施に関する 計画に関する こ と 。  

三 東京都健康安全研究セン タ ーに関する こ と （ 感染症対策に関する こ と に限る 。 ） 。  

四 東京都感染症予防医療対策審議会及び感染症の予防及び感染症の患者に対する 医療に関

する 法律に基づく 都道府県連携協議会に関する こ と 。  
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五 部内他の課に属し ないこ と 。  

 

調査・ 分析課 

一 東京感染症対策セン タ ー、 東京都感染症医療体制戦略ボード 及び東京都感染症対策連絡

会議に関する こ と 。  

二 感染症に係る 情報の収集、 分析、 公表等に関する こ と 。  

 

防 疫 課 

一 感染症の予防及び感染症の患者に対する 医療に関する 法律の施行に関する こ と （ 他の部

及び課に属する も のを 除く 。 ） 。  

二 疫学的調査に関する こ と 。  

三 予防接種法の施行に関する こ と 。  

四 結核対策に関する こ と （ 他の部に属する も のを 除く 。 ） 。  

五 ハン セン 病対策に関する こ と 。  

六 後天性免疫不全症候群対策の総合的な企画及び調整に関する こ と 。  

 

医療体制整備課 

一 新型イ ン フ ルエン ザ等感染症の医療体制の整備（ 外来診療体制の整備を 含む。 ） 及び検

査体制の整備に関する こ と （ 他の部及び課に属する も のを 除く 。 ） 。  

二 感染症患者の自宅療養生活の支援に関する こ と 。  

三 そ の他感染症のま ん延防止対策に関する こ と （ 他の局、 部及び課に属する も のを 除

く 。 ） 。  
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５ 保健医療局職員定数   
   1, 919人 （ 令和７ 年４ 月１ 日現在）  

（ 単位： 人）

区      分 
職   種    別  配 置 別 

合 計 
事務系 福祉系 一般技術系 医療技術系 技能労務系 本 庁 事業所 

総 務 部 49 0 4 1 0 54 0 54 

企  画  部  47 0 1 0 0 48 0 48 

保 健 政 策 部 248 0 123 281 0 141 511 652 

医 療 政 策 部 147 1 0 198 17 131 232 363 

都立病院支援部 23 0 0 0 0 23 0 23 

健 康 安 全 部 82 0 336 217 23 148 510 658 

感 染 症 対 策 部 104 0 0 17 0 121 0 121 

合 計 700 1 464 714 40 666 1, 253 1, 919 
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６ 令和７年度保健医療局所管予算 

 
（１）歳出予算                           （ 単位： 千円、 ％）  

区  分 

令和７ 年度 

当初予算額 

Ａ  

令和６ 年度 

当初予算額 

Ｂ  

増△減 

Ｃ ＝Ａ －Ｂ  

伸び率 

Ｄ＝Ｃ ／Ｂ  

一 
 

 

般 
 

 

会 
 

 

計 

保 健 医 療 費 545, 161, 000 492, 753, 000 52, 408, 000 10. 6 

 

保 健 医 療 管 理 費 6, 082, 000 6, 182, 000 △100, 000 △1. 6 

保 健 政 策 費 345, 800, 000 341, 547, 000 4, 253, 000 1. 2 

医 療 政 策 費 95, 064, 000 52, 864, 000 42, 200, 000 79. 8 

都 立 病 院 支 援 費 60, 124, 000 55, 246, 000 4, 878, 000 8. 8 

健 康 安 全 費 12, 021, 000 10, 787, 000 1, 234, 000 11. 4 

感 染 症 対 策 費 8, 232, 000 9, 391, 000 △1, 159, 000 △12. 3 

施 設 整 備 費 17, 838, 000 16, 736, 000 1, 102, 000 6. 6 

計 545, 161, 000 492, 753, 000 52, 408, 000 10. 6 

特
別
会
計 

国民健康保険事業会計 1, 091, 996, 000 1, 125, 698, 000 △33, 702, 000 △3. 0 

地 方 独 立 行 政 法 人  

東 京 都 立 病 院 機 構  

貸 付 等 事 業 会 計  
29, 329, 000 28, 695, 000 634, 000 2. 2 

計 1, 121, 325, 000 1, 154, 393, 000 △33, 068, 000 △2. 9 

合 計 1, 666, 486, 000 1, 647, 146, 000 19, 340, 000 1. 2 

重 複 控 除 87, 278, 783 91, 666, 098 △4, 387, 315 △4. 8 

差 引 純 計 1, 579, 207, 217 1, 555, 479, 902 23, 727, 315 1. 5 

    

 

- 23 -



− 24 − 

 

 

 

（２）歳入予算                           （ 単位： 千円、 ％）  

区   分  

令和７ 年度 

当初予算額 

Ａ  

令和６ 年度 

当初予算額 

Ｂ  

増△減 

Ｃ ＝Ａ －Ｂ  

伸び率 

Ｄ ＝Ｃ ／Ｂ  

一 
 

般 
 

会 
 

計 

分 担 金 及 負 担 金 40 40 0 0. 0 

使 用 料 及 手 数 料 4, 266, 741 4, 474, 051 △207, 310 △4. 6 

国 庫 支 出 金 38, 025, 171 35, 147, 529 2, 877, 642 8. 2 

財 産 収 入 594, 571 609, 905 △15, 334 △2. 5 

寄 附 金 500 500 0 0. 0 

繰 入 金 23, 153, 488 22, 552, 481 601, 007 2. 7 

諸 収 入 1, 344, 145 1, 641, 043 △296, 898 △18. 1 

都 債 98, 000 0 98, 000 皆増 

計 67, 482, 656 64, 425, 549 3, 057, 107 4. 7 

国
民
健
康
保
険
事
業
会
計 

分 担 金 及 負 担 金 446, 825, 256 473, 723, 088 △26, 897, 832 △5. 7 

国 庫 支 出 金 289, 638, 845 299, 721, 976 △10, 083, 131 △3. 4 

前期高齢者交付金 221, 904, 454 232, 560, 273 △10, 655, 819 △4. 6 

共 同 事 業 交 付 金 3, 716, 358 4, 033, 608 △317, 250 △7. 9 

出 産 育 児 交 付 金 101, 241 122, 546 △21, 305 △17. 4 

財 産 収 入 111, 023 791 110, 232 著増 

繰 入 金 89, 008, 043 93, 355, 675 △4, 347, 632 △4. 7 

諸 収 入 1, 767, 499 1, 530, 321 237, 178 15. 5 

繰 越 金 38, 923, 281 20, 649, 722 18, 273, 559 88. 5 

計 1, 091, 996, 000 1, 125, 698, 000 △33, 702, 000 △3. 0 

地
方
独
立
行
政
法
人 

東
京
都
立
病
院
機
構 

貸
付
等
事
業
会
計 

事 業 収 入 5, 404, 003 13, 466, 572 △8, 062, 569 △59. 9 

繰 入 金 390, 740 210, 423 180, 317 85. 7 

諸 収 入 257 5 252 著増 

都 債 23, 534, 000 15, 018, 000 8, 516, 000 56. 7 

計 29, 329, 000 28, 695, 000 634, 000 2. 2 

歳 入 合 計 1, 188, 807, 656 1, 218, 818, 549 △30, 010, 893 △2. 5 

差 引 一 般 財 源 477, 678, 344 428, 327, 451 49, 350, 893 11. 5 
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７ 附属機関 

 
保健医療局で所管し ている 附属機関（ 法律又は条例に基づき 設置し ている も の） の概要及び 

令和６ 年度の開催実績は次のと おり である 。  

（ 令和７ 年４ 月１ 日現在）  

名 称 根拠規程 内 容 構成員等 
令和６ 年度
開催実績 

東京都医療審議会 医療法 医療を 提供する 体制の確保に

関する 重要事項を 知事の諮問

に応じ て調査審議する 。  

医師、 歯科医師、

薬剤師、 医療を 受

け る 立 場 に あ る

者、 学識経験者 

総会

部会 

3 回  

2 回  

東京都准看護師試験委員

会 
保健師助産師

看護師法 

准看護師試験の実施に関する

事務を行う 。  

学識経験者、 都職

員 

総 会  4 回  

東京都看護師等修学資金

選考委員会 
東京都看護師

等修学資金貸

与条例 

知事の諮問に応じ て 、 修学資

金被貸与者の選考について

審議し 、 答申を行う 。  

学識経験者、 関係

団体等 

2回 

東京都指定難病審査会 難病の患者に

対する 医療等

に関する 法律 

難病医療費助成の 申請に つ

い て 、 支給認定を し な いこ

と と す る 場 合 に 審 査 を 行

う 。  

指 定 難 病 に 関

し 、 学 識 経 験 を

有 する 者 （ 都 道

府県の 定め る 医

師に限る 。 ）  

12回 

東京都国民健康保険審査

会 
国民健康保険法 保険給付に関する 処分又は保

険料その他徴収金に関する 処

分について、 被保険者等から

の不服申立てがあ る 場合、 処

分の違法、 不当性の有無を審

査し 、 裁決する 。  

被保険者、 保険者 

（ 区市町村及び国

民健康保険組合）  

及び公益の 代表 

（ 医師、 学識経

験者等）  

3回 

東京都国民健康保険運営

協議会 
東京都国民健

康保険運営協

議会条例 

国 民健康保険事業費納付金

の徴収に関する こ と 、 国民健

康保険運 営方針の 作 成 に 関

する こ と 、 その他国民健康保

険 事業の 運営に 関する こ と

（ 東京都が処理する も のに限

る 。 ） について審議し 、 答申

する 。  

被保険者代表、 保

険 医又 は 保 険 薬

剤師 代 表 、 公益

の代表（ 学識経験

者等） 及び保険者 

（ 被用者保険

等） 代表 

 

2回 

東京都後期高齢者医療審

査会 
高齢者の医療

の確保に関す

る 法律 

保険給付に関する 処分又は保

険料その他徴収金に関する 処

分について、 被保険者等から

の不服申立てがあ る 場合、 処

分の違法、 不当性の有無を審

査し 、 裁決する 。  

被保険者、 東京都

後期 高 齢 者医 療

広域 連 合 及び 公

益 の 代 表 （ 医

師 、 学識経験者

等）  

2回 
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名 称 根拠規程 内 容 構成員等 
令和６ 年度
開催実績 

東京都食品安全審議会 東京都食品安全

条例 

都における 食品の安全の確保

に関する 施策について 、 知

事の諮問に応じ て調査・ 審議

を 行う と と も に、 必要に応じ

て意見具申を 行う 。  

都民、 事業

者、 学識経験者 

総 会 2 回 

部 会 0 回 

東京都食品安全情報評価

委員会 

東京都食品安全

条例 

食品等の安全性に関する 情報

について 調査を 行い、 そ の

結果を 知事に報告する 。  

都民、 学識経験

者 

総 会 2 回

部 会 4 回 

東京都薬事審議会 医薬品、 医療機

器等の品質、 有

効 性 及び安全性

の確保等 に 関 す

る 法 律 、 東京都

薬事審議会条例 

知事の諮問に応じ て、 薬事

に関する 重要事項を調査審議

する 。  

学識経験者、 薬

事関 係 事 業 者

の 代 表、 消費者

の代表 

総 会 1 回

部 会 0 回 

東京都麻薬中毒審査会 麻薬及び向精神

薬取締法 

知事の諮問に応じ て、 麻薬中

毒者の措置入院を 一定期間以

上継続する 場合の 審 査を 行

う 。  

法律又は麻薬中

毒者の医療に関

する 学識経験者 

0 回 

東京都薬物情報評価委員

会 

東京都薬物の濫

用防止に関する

条例 

薬物の危険性に関する 情報に

ついて 調査を 行い、 そ の結

果を 知事に報告する ｡ 

学識経験者 5 回 

東京都大気汚染障害者認

定審査会 

大気汚染に係る

健康障害者に 対

する 医療費の 助

成 に 関 す る 条

例、 東京都大気

汚染障害者認定

審査会条例 

大気汚染に係る 健康障害者に

対する 医療費助成対象者の認

定を 行 う た め 必 要 な 調 査 、

審議及び答申を 行う 。 西多摩

保健所等５ 保健所に設置し て

いる 。  

学識経験者 6 0 回 

東京都生活衛生審議会 生活衛生関係営業

の運営の適正化

及び振興に関す

る 法律、 東京都

生活衛生審議会

条例 

法の施行に関する 重要事項の

調査審議、 生活衛生同業組合

が設定する 適正化規程の認可

等に関する 審議、 興行場、 旅

館業、 公衆浴場業、 理・ 美容

業、 ク リ ーニ ン グ 業等に関す

る 衛生上必要な措置の基準、

認可等に係る 条件の審議等を

行う 。  

学識経験者、 生

活衛生関係営業

者の代表、 利用

者又は消費者の

代表 

0 回 

東京都動物愛護管理審議

会 

東京都動物の 愛

護及び管理に 関

する 条例 

動物の愛護及び適正な飼養並

びに動物によ る 人の生命及び

身体への危害の防止に関し て

調査審議する 。  

学識経験者、 獣

医師等関係団体

の代表、 関係行

政機関の代表 

総会 0 回

部会 0 回 

東京都感染症の診査に

関する 協議会 

感染症の 予防及

び感染症の 患者

に対する 医療に

関する 法律、 東

京都感染症の診

査に 関する 協議

会条例 

法で定めら れた1類及び2類感

染症にり 患し た者で勧告によ

り 入院し ている 患者の入院期

間の 延長等について 審議す

る 。 西多摩保健所等５ 保健所

に設置し ている 。  

 

 

 

感染症指定医療

機関の医師、 学

識経験者 

1 1 9 回 
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名 称 根拠規程 内 容 構成員等 
令和６ 年度
開催実績 

東京都感染症予防医療対

策審議会 

東京都感染症予

防医療対策審議

会条例 

感染症の 予 防及び医 療 の 対

策、 感染症の予防のた めの施

策の実施に関する 計画、 原因

不明の 感染 症 疾 病 、 ね ず み

族、 昆虫等の駆除対策に関す

る こ と について知事の諮問に

応じ 審議する 。  

学識経験者、 関

係行政機関の代

表 

0 回 

東京都がん登録審議会 がん登録等の推

進に関する 法律 

東京都がん登録

審議会規則 

都道府県がん情報の利用又は

提供、 都道府県がんデータ

ベース の 整備、 が ん 登録に

係る 知事の権限及び事務の委

任等に関する 審議等を行う 。  

学識経験者 1 回 
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８ 事業所・政策連携団体等一覧 
（ 令和７ 年４ 月１ 日現在）       

施   設   名  所 在 地 電話番号 

保 健 政 策 部 関 係 
   

西多摩保健所 〒198−0042 青梅市東青梅１ －167－15 0428（ 22） 6141 

南多摩保健所 〒206−0025 多摩市永山２ －１ －５  042（ 371） 7661 

多摩立川保健所 〒190−0023 立川市柴崎町２ －21－19 042（ 524） 5171 

  東京都立川福祉保健庁舎内  
多摩府中保健所 〒183−0022 府中市宮西町１ －26－１  042（ 362） 2334 

  東京都府中合同庁舎内  
多摩小平保健所 〒187−0002 小平市花小金井１ －31－24 042（ 450） 3111 

  東京都花小金井庁舎内  
島し ょ 保健所 〒163−8001 新宿区西新宿２ －８ －１  03（ 5320） 4342 

  東京都庁第一本庁舎29階  
大島出張所 〒100−0101 大島町元町字馬の背275－４  04992（ 2） 1436 

新島支所 〒100−0402 新島村本村６ －４ －24 04992（ 5） 1600 

神津島支所 〒100−0601 神津島村1088 04992（ 8） 0880 

三宅出張所 〒100−1102 三宅村伊豆1004 04994（ 2） 0181 

八丈出張所 〒100−1511 八丈町三根1950－２  04996（ 2） 1291 

小笠原出張所 〒100−2101 小笠原村父島字清瀬 04998（ 2） 2951 

医 療 政 策 部 関 係     

監察医務院 〒112−0012 文京区大塚４ －21－18 03（ 3944） 1481 

広尾看護専門学校 〒156-0057 世田谷区上北沢２ －１ －31 03（ 6379） 6730 

荏原看護専門学校 〒145−0065 大田区東雪谷４ －５ －28 03（ 3727） 2961 

府中看護専門学校 〒183−0042 府中市武蔵台２ －27－１  042（ 324） 6411 

北多摩看護専門学校 〒207−0022 東大和市桜が丘３ －44－10 042（ 567） 0331 

青梅看護専門学校 〒198−0014 青梅市大門３ －14－１  0428（ 31） 9051 

南多摩看護専門学校 〒206−0042 多摩市山王下１ －18－１  042（ 389） 6601 

板橋看護専門学校 〒173−0015 板橋区栄町34－１  03（ 5943） 7040 

健 康 安 全 部 関 係     

健康安全研究センタ ー 〒169−0073 新宿区百人町３ －24－１  03（ 3363） 3231 

市場衛生検査所 〒135−0061 江東区豊洲６ －６ －１  03（ 3520） 8101 

大田出張所 〒143−0001 大田区東海３ －２ －１  03（ 5492） 2795 

足立出張所 〒120−0038 足立区千住橋戸町50 03（ 3879） 2748 

芝浦食肉衛生検査所 〒108−0075 港区港南２ －７ －19 03（ 3472） 5175 

動物愛護相談センタ ー 〒156−0056 世田谷区八幡山２ －９ －11 03（ 3302） 3507 

城南島出張所 〒143−0002 大田区城南島３ －２ －１  03（ 3790） 0861 

多摩支所 〒191−0021 日野市石田１ －192－33 042（ 581） 7435 

政 策 連 携 団 体 等 
   

公益財団法人東京都医学総合研究所 〒156−8506 世田谷区上北沢２ －１ －６  03（ 5316）  3100 

地方独立行政法人    

東京都立病院機構 〒163−8001 新宿区西新宿２ －８ －１    

  東京都庁第一本庁舎24階 03（ 5320）  5812 
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９ 保健医療局所管の主な法定計画等 

計画名 策 定 計画期間 掲載 

東京都健康推進プラ ン２ １ （ 第三次）  令和6年3月 令和6年度～令和17年度 Ｐ 57 

東京都自殺総合対策計画（ 第２ 次）  令和5年3月 令和5年度～令和9年度 Ｐ 58 

第四期東京都医療費適正化計画 
令和6年3月（ 令和7年

3月一部改定）  
令和6年度～令和11年度 Ｐ 88 

東京都保健医療計画（ 第８ 次）  令和6年3月改定 令和6年度～令和11年度 Ｐ 94 

東京都がん対策推進計画（ 第三次改定）  令和6年3月改定 令和6年度～令和11年度 Ｐ 95 

東京都循環器病対策推進計画（ 第一次改

定）  
令和6年3月改定 令和6年度～令和11年度 Ｐ 97 

東京都食品安全推進計画 令和3年3月改定 令和3年度～令和7年度 Ｐ 157 

東京都アレ ルギー疾患対策推進計画 令和4年3月改定 令和4年度～令和8年度 Ｐ 157 

東京都動物愛護管理推進計画 令和3年3月改定 令和3年度～令和12年度 Ｐ 158 

東京都感染症予防計画 令和6年3月改定 令和6年度～令和11年度 Ｐ 192 
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10 保健医療局重要施策 

都は、 こ れま で、 「 365日24時間の安全・ 安心」 と 「 患者中心の医療」 の実現に向けて、 様々

な改革に取り 組んでき た。 平成18年２ 月には、 保健医療と 福祉の両分野を貫く 初めての基本方

針と なる 「 福祉・ 健康都市 東京ビ ジョ ン」 を策定し 、 以来、 医療改革と 福祉改革を一体的に

推進し ている 。  

一方、 「 福祉・ 健康都市 東京ビジョ ン」 の策定から 15年以上が経過し 、 こ の間、 国の医療

制度改革など 、 医療をめぐ る 環境は大き く 変化し ている 。 医療提供の在り 方は、 病院完結型の

医療から 地域完結型の医療へと 転換が求めら れ、 医療と 介護の連携の更なる 推進と 、 それを支

える 人材の確保・ 育成が重要な課題と なっている 。 ま た、 2050年には、 都民のおよ そ３ 人に１

人が65歳以上と いう 社会が到来する と 予測さ れており 、 年齢を重ねても 元気に活躍でき る よ う 、

食生活や運動など の生活習慣の改善を通じ た都民の健康づく り を後押し し て、 健康長寿社会を

実現し ていく こ と が重要である 。 さ ら に、 日常生活を支える 食品・ 医薬品等の安全を確保する

と と も に、 東日本大震災や能登半島地震をはじ め激甚化する 自然災害、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感

染症やエボラ 出血熱、 エムポッ ク ス など世界各地で発生する 様々な新興・ 再興感染症を踏ま え

た有事における 医療提供体制の強化が必要である 。  

こ のよ う な時代の大き な流れの中で、 将来世代に確かな安心を引き 継ぐ ためには、 中長期的

な視点に立って、 福祉・ 保健・ 医療施策を総合的に展開し ていく こ と が必要である 。  

そこ で都は、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症を踏ま えた社会の変化や、 浮き 彫り と なった新たな

課題を踏ま え、 令和５ 年度には、 保健医療計画をはじ め、 健康推進プラ ン２ １ や感染症予防計

画など の改定を行う と と も に、 令和７ 年３ 月に「 2050東京戦略」 を策定し た。 ま た、 「 福祉・

健康都市 東京ビ ジョ ン」 の基本方針を継承し 、 令和７ 年度に展開する 重点施策を盛り 込んだ

「 東京の福祉保健2025 分野別取組」 を取り ま と めた。  

今後と も 、 社会環境の変化や災害等の緊急・ 突発的な事態にも 対応し ながら 、 こ れま で培っ

てき た福祉・ 保健・ 医療の連携を継承し 、 誰も が質の高い医療を受けら れ、 安心し て暮ら せる

東京、 誰も が生涯にわたり 、 健やかで心豊かに暮ら すこ と ができ る 持続可能な社会の実現を目

指し ていく 。  
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   令和７年度に展開する主な施策 

分 野 別 事 業 展 開

 

ライフステージを通じた健康 

づくりの取組等を推進します 

保健分野 

 

多様化する健康危機から 

都民を守ります 

健康安全分野 

 

都民の安心を支える質の高い 

医療提供体制の整備を進めます 

医療分野 

 

広域的な自治体としての 

役割を着実に果たします 
 

福祉・保健・医療における

様々な施策を総合的に支援 

します 

横断的取組 

 

様々な感染症から都民の 

生命と健康を守ります 

感染症対策分野 

１ がんを含めた生活習慣病の予防、健康づくりを支援します 

２ 難病患者の療養生活を支援します 

３ 自殺対策を総合的に推進します 

１ 都民の安全・安心を守る救急医療・災害医療体制を整備します 

２ 安心して子供を産み、育てられる周産期医療・小児医療体制を 

確保します 

３ がん、循環器病等の疾病別の医療連携体制や、在宅療養環境の 

整備、地域医療の確保に向けた取組、医療DX などを進めます 

４ 医療人材の確保・育成を支援します 

５ 都立病院機構による行政的医療の安定的かつ継続的な提供や 

地域医療の充実等に向けた取組を支援します 

１ 新興感染症の発生に備えた体制強化を図るとともに、感染症全

般に的確に対応するための総合的な取組を進めます 

 

１ 危険ドラッグ等の速やかな排除、薬物の乱用防止を目指し、規

制、監視指導、普及啓発を強化します 

２ 健康危機から都民を守る体制を確保します 

３ 人と動物との調和のとれた共生社会の実現を目指します 

１ サービスの「信頼確保」と「質の向上」を推進します 

２ 区市町村の主体的な施策展開を支援します 

３ 福祉・保健・医療分野におけるDXを推進します 

４ 福祉・保健・医療分野における防災対策を推進します 
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11 福祉保健を取り巻く現状 

人口、 平均余命、 出生、 死亡の面から 見た都民の現状は以下のと おり である 。  

( 1） 人口のあら ま し  

令和６ 年10月１ 日現在の東京都の推計人口（ 総務局統計部） は、 表１ －１ から 表１ －３ ま での

と おり で、 14, 192, 184人を数え、 令和５ 年同月の人口と 比べ92, 191人増加し た。  

ア  性 別  

令和６ 年の人口を 男女別に見る と 、 男6, 961, 945人、 女7, 230, 239人で、 令和５ 年と 比べて

男は45, 980人増加し 、 女も 46, 211人増加し た。 （ 表１ －１ ）  

表１ －１  人口推移 （ 各年10月1日現在）  

 

年次 

総 数 男 女 

人 口 

（ 人）  

対前回 

増減数 

（ 人）  

増減率 

（ ％）  

構成比 

（ ％）  

人 口 

（ 人）  

構成比 

（ ％）  

人 口 

（ 人）  

構成比 

（ ％）  

昭和45年 11, 408, 071 538, 827 5. 0 100. 0 5, 801, 009 50. 9 5, 607, 062 49. 1 

50 11, 673, 554 265, 483 2. 3 100. 0 5, 913, 373 50. 7 5, 760, 181 49. 3 

55 11, 618, 281 △55, 273 △0. 5 100. 0 5, 856, 280 50. 4 5, 762, 001 49. 6 

60 11, 829, 363 211, 082 1. 8 100. 0 5, 955, 029 50. 3 5, 874, 334 49. 7 

平成２ 年 11, 855, 563 26, 200 0. 2 100. 0 5, 969, 773 50. 4 5, 885, 790 49. 6 

７  11, 773, 605 △42, 226 △0. 4 100. 0 5, 892, 704 50. 1 5, 880, 901 49. 9 

12 12, 064, 101 120, 053 1. 0 100. 0 6, 028, 562 50. 0 6, 035, 539 50. 0 

17 12, 576, 601 124, 635 1. 0 100. 0 6, 264, 895 49. 8 6, 311, 706 50. 2 

22 13, 159, 388 170, 591 1. 3 100. 0 6, 512, 110 49. 5 6, 647, 278 50. 5 

27 13, 515, 271 355, 883 2. 7 100. 0 6, 666, 690 49. 3 6, 848, 581 50. 7 

＊28 13, 636, 222 120, 951 0. 9 100. 0 6, 723, 887 49. 3 6, 912, 335 50. 7 

＊29 13, 742, 906 106, 684 0. 8 100. 0 6, 769, 931 49. 3 6, 972, 975 50. 7 

＊30 13, 843, 403 100, 497 0. 7 100. 0 6, 811, 987 49. 2 7, 031, 416 50. 8 

＊令和元年 13, 942, 856 99, 453 0. 7 100. 0 6, 854, 976 49. 2 7, 087, 880 50. 8 

２  14, 047, 594 104, 738 0. 8 100. 0 6, 898, 388 49. 1 7, 149, 206 50. 9 

＊３  14, 011, 487 △36, 107 △0. 3 100. 0 6, 875, 887 49. 1 7, 135, 600 50. 9 

＊４  14, 040, 732 29, 245 0. 2 100. 0 6, 888, 660 49. 1 7, 152, 072 50. 9 

＊５  14, 099, 993 59, 261 0. 4 100. 0 6, 915, 965 49. 0 7, 184, 028 51. 0 

＊６  14, 192, 184 92, 191 0. 7 100. 0 6, 961, 945 49. 1 7, 230, 239 50. 9 

 ( 注）  ＊印の年次は、 総務局統計部の推計人口、 その他は国勢調査人口である 。  

 

イ  地域別 

令和６ 年の人口・ 構成比を 区市郡島部別に見る と 、 区部9, 873, 999人（ 69. 6％） 、 市部

4, 241, 439人（ 29. 9％） 、 郡部53, 858人（ 0. 4％） 、 島部22, 888人（ 0. 2％） で、 令和５ 年と

比べる と 、 区部は90, 011人（ 0. 9％） 、 市部は2, 950人（ 0. 1％） 増加し 、 郡部は290人

（ 0. 5％） 、 島部は480人（ 2. 1％） 減少し た。 （ 表１ －２ ）  
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表１ －２  区市郡島部別人口の推移                     （ 各年10月1日現在）  

 

年次 

総 数 区 部 

人 口 

（ 人）  

対前回 

増減数 

（ 人）  

増減率 

（ ％）  

構成比 

（ ％）  

人 口 

（ 人）  

対前回 

増減数 

（ 人）  

増減率 

（ ％）  

構成比 

（ ％）  

昭和45年 11, 408, 071 538, 827 5. 0 100. 0 8, 840, 942 △52, 152 △0. 6 77. 5 

50 11, 673, 554 265, 483 2. 3 100. 0 8, 646, 520 △194, 422 △2. 2 74. 1 

55 11, 618, 281 △55, 273 △0. 5 100. 0 8, 351, 893 △294, 627 △3. 4 71. 9 

60 11, 829, 363 211, 082 1. 8 100. 0 8, 354, 615 2, 722 0. 0 70. 6 

平成２ 年 11, 855, 563 26, 200 0. 2 100. 0 8, 163, 573 △191, 042 △2. 3 68. 9 

７  11, 773, 605 △42, 226 △0. 4 100. 0 7, 967, 614 △54, 329 △0. 7 67. 7 

12 12, 064, 101 120, 053 1. 0 100. 0 8, 134, 688 85, 206 1. 1 67. 4 

17 12, 576, 601 124, 635 1. 0 100. 0 8, 489, 653 98, 686 1. 2 67. 5 

22 13, 159, 388 170, 591 1. 3 100. 0 8, 945, 695 143, 628 1. 6 68. 0 

27 13, 515, 271 355, 883 2. 7 100. 0 9, 272, 740 327, 045 3. 7 68. 6 

＊28 13, 636, 222 120, 951 0. 9 100. 0 9, 375, 279 102, 539 1. 1 68. 8 

＊29 13, 742, 906 106, 684 0. 8 100. 0 9, 467, 490 92, 211 1. 0 68. 9 

＊30 13, 843, 403 100, 497 0. 7 100. 0 9, 555, 919 88, 429 0. 9 69. 0 

＊令和元年 13, 942, 856 99, 453 0. 7 100. 0 9, 644, 079 88, 160 0. 9 69. 2 

２  14, 047, 594 104, 738 0. 8 100. 0 9, 733, 276 89, 197 0. 9 69. 3 

＊３  14, 011, 487 △36, 107 △0. 3 100. 0 9, 691, 689 △41, 587 △0. 4 69. 2 

＊４  14, 040, 732 29, 245 0. 2 100. 0 9, 720, 389 28, 700 0. 3 69. 2 

＊５  14, 099, 993 59, 261 0. 4 100. 0 9, 783, 988 63, 599 0. 7 69. 4 

＊６  14, 192, 184 92, 191 0. 7 100. 0 9, 873, 999 90, 011 0. 9 69. 6 

  

 

 

( 注）  ＊印の年次は、 総務局統計部の推計人口、 その他は国勢調査人口である 。  

 

 

 

 

年次 

市 部 郡 部 島 部 

人 口 

（ 人）  

対前回 

増減数 

（ 人）  

増減率 

（ ％）  

構成比 

（ ％）  

人 口 

（ 人）  

対前回 

増減数 

（ 人）  

増減率 

（ ％）  

構成比 

（ ％）  

人 口 

（ 人）  

対前回 

増減数 

（ 人）  

増減率 

（ ％）  

構成比

（ ％）  

昭和45年 2, 320, 259 872, 253 60. 2 20. 3 213, 603 △278, 949 △56. 6 1. 9 33, 267 △2, 325 △6. 5 0. 3

50 2, 893, 763 573, 504 24. 7 24. 8 99, 284 △114, 319 △53. 5 0. 9 33, 987 720 2. 2 0. 3

55 3, 119, 999 226, 236 7. 8 26. 9 112, 715 13, 431 13. 5 1. 0 33, 674 △313 △0. 9 0. 3

60 3, 317, 059 197, 060 6. 3 28. 0 124, 102 11, 387 10. 1 1. 0 33, 587 △87 △0. 3 0. 3

平成２ 年 3, 526, 027 208, 968 6. 3 29. 7 133, 627 9, 525 7. 7 1. 1 32, 336 △1, 251 △3. 7 0. 3

７  3, 712, 682 33, 995 0. 9 31. 5 61, 232 △22, 288 △26. 7 0. 5 32, 077 396 1. 2 0. 3

12 3, 841, 419 39, 269 1. 0 31. 8 60, 354 △592 △1. 0 0. 5 27, 640 △3, 830 △12. 2 0. 2

17 3, 998, 901 23, 692 0. 6 31. 8 59, 303 △464 △0. 8 0. 5 28, 744 2, 100 7. 3 0. 2

22 4, 127, 128 26, 764 0. 7 31. 4 58, 750 110 0. 2 0. 4 27, 815 89 0. 3 0. 2

27 4, 157, 706 30, 578 0. 7 30. 8 58, 334 △416 △0. 7 0. 4 26, 491 △1, 324 △4. 8 0. 2

＊28 4, 176, 760 19, 054 0. 5 30. 6 58, 099 △235 △0. 4 0. 4 26, 084 △407 △1. 5 0. 2

＊29 4, 191, 915 15, 155 0. 4 30. 5 57, 765 △334 △0. 6 0. 4 25, 736 △348 △1. 3 0. 2

＊30 4, 204, 871 12, 956 0. 3 30. 4 57, 189 △576 △1. 0 0. 4 25, 424 △312 △1. 2 0. 2

＊令和元年 4, 217, 121 12, 250 0. 3 30. 2 56, 594 △595 △1. 0 0. 4 25, 062 △362 △1. 4 0. 2

２  4, 234, 381 17, 260 0. 4 30. 1 55, 476 △1, 118 △2. 0 0. 4 24, 461 △601 △2. 4 0. 2

＊３  4, 240, 673 6, 292 0. 1 30. 3 55, 015 △461 △0. 8 0. 4 24, 110 △351 △1. 4 0. 2

＊４  4, 241, 974 1, 301 0. 0 30. 2 54, 636 △379 △0. 7 0. 4 23, 733 △377 △1. 6 0. 2

＊５  4, 238, 489 △3, 485 △0. 1 30. 1 54, 148 △488 △0. 9 0. 4 23, 368 △365 △1. 5 0. 2

＊６  4, 241, 439 2, 950 0. 1 29. 9 53, 858 △290 △0. 5 0. 4 22, 888 △480 △2. 1 0. 2
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表１ －２  区市郡島部別人口の推移                     （ 各年10月1日現在）  

 

年次 

総 数 区 部 

人 口 

（ 人）  

対前回 

増減数 

（ 人）  

増減率 

（ ％）  

構成比 

（ ％）  

人 口 

（ 人）  

対前回 

増減数 

（ 人）  

増減率 

（ ％）  

構成比 

（ ％）  

昭和45年 11, 408, 071 538, 827 5. 0 100. 0 8, 840, 942 △52, 152 △0. 6 77. 5 

50 11, 673, 554 265, 483 2. 3 100. 0 8, 646, 520 △194, 422 △2. 2 74. 1 

55 11, 618, 281 △55, 273 △0. 5 100. 0 8, 351, 893 △294, 627 △3. 4 71. 9 

60 11, 829, 363 211, 082 1. 8 100. 0 8, 354, 615 2, 722 0. 0 70. 6 

平成２ 年 11, 855, 563 26, 200 0. 2 100. 0 8, 163, 573 △191, 042 △2. 3 68. 9 

７  11, 773, 605 △42, 226 △0. 4 100. 0 7, 967, 614 △54, 329 △0. 7 67. 7 

12 12, 064, 101 120, 053 1. 0 100. 0 8, 134, 688 85, 206 1. 1 67. 4 

17 12, 576, 601 124, 635 1. 0 100. 0 8, 489, 653 98, 686 1. 2 67. 5 

22 13, 159, 388 170, 591 1. 3 100. 0 8, 945, 695 143, 628 1. 6 68. 0 

27 13, 515, 271 355, 883 2. 7 100. 0 9, 272, 740 327, 045 3. 7 68. 6 

＊28 13, 636, 222 120, 951 0. 9 100. 0 9, 375, 279 102, 539 1. 1 68. 8 

＊29 13, 742, 906 106, 684 0. 8 100. 0 9, 467, 490 92, 211 1. 0 68. 9 

＊30 13, 843, 403 100, 497 0. 7 100. 0 9, 555, 919 88, 429 0. 9 69. 0 

＊令和元年 13, 942, 856 99, 453 0. 7 100. 0 9, 644, 079 88, 160 0. 9 69. 2 

２  14, 047, 594 104, 738 0. 8 100. 0 9, 733, 276 89, 197 0. 9 69. 3 

＊３  14, 011, 487 △36, 107 △0. 3 100. 0 9, 691, 689 △41, 587 △0. 4 69. 2 

＊４  14, 040, 732 29, 245 0. 2 100. 0 9, 720, 389 28, 700 0. 3 69. 2 

＊５  14, 099, 993 59, 261 0. 4 100. 0 9, 783, 988 63, 599 0. 7 69. 4 

＊６  14, 192, 184 92, 191 0. 7 100. 0 9, 873, 999 90, 011 0. 9 69. 6 

  

 

 

( 注）  ＊印の年次は、 総務局統計部の推計人口、 その他は国勢調査人口である 。  

 

 

 

 

年次 

市 部 郡 部 島 部 

人 口 

（ 人）  

対前回 

増減数 

（ 人）  

増減率 

（ ％）  

構成比 

（ ％）  

人 口 

（ 人）  

対前回 

増減数 

（ 人）  

増減率 

（ ％）  

構成比 

（ ％）  

人 口 

（ 人）  

対前回 

増減数 

（ 人）  

増減率 

（ ％）  

構成比

（ ％）  

昭和45年 2, 320, 259 872, 253 60. 2 20. 3 213, 603 △278, 949 △56. 6 1. 9 33, 267 △2, 325 △6. 5 0. 3 

50 2, 893, 763 573, 504 24. 7 24. 8 99, 284 △114, 319 △53. 5 0. 9 33, 987 720 2. 2 0. 3 

55 3, 119, 999 226, 236 7. 8 26. 9 112, 715 13, 431 13. 5 1. 0 33, 674 △313 △0. 9 0. 3 

60 3, 317, 059 197, 060 6. 3 28. 0 124, 102 11, 387 10. 1 1. 0 33, 587 △87 △0. 3 0. 3 

平成２ 年 3, 526, 027 208, 968 6. 3 29. 7 133, 627 9, 525 7. 7 1. 1 32, 336 △1, 251 △3. 7 0. 3 

７  3, 712, 682 33, 995 0. 9 31. 5 61, 232 △22, 288 △26. 7 0. 5 32, 077 396 1. 2 0. 3 

12 3, 841, 419 39, 269 1. 0 31. 8 60, 354 △592 △1. 0 0. 5 27, 640 △3, 830 △12. 2 0. 2 

17 3, 998, 901 23, 692 0. 6 31. 8 59, 303 △464 △0. 8 0. 5 28, 744 2, 100 7. 3 0. 2 

22 4, 127, 128 26, 764 0. 7 31. 4 58, 750 110 0. 2 0. 4 27, 815 89 0. 3 0. 2 

27 4, 157, 706 30, 578 0. 7 30. 8 58, 334 △416 △0. 7 0. 4 26, 491 △1, 324 △4. 8 0. 2 

＊28 4, 176, 760 19, 054 0. 5 30. 6 58, 099 △235 △0. 4 0. 4 26, 084 △407 △1. 5 0. 2 

＊29 4, 191, 915 15, 155 0. 4 30. 5 57, 765 △334 △0. 6 0. 4 25, 736 △348 △1. 3 0. 2 

＊30 4, 204, 871 12, 956 0. 3 30. 4 57, 189 △576 △1. 0 0. 4 25, 424 △312 △1. 2 0. 2 

＊令和元年 4, 217, 121 12, 250 0. 3 30. 2 56, 594 △595 △1. 0 0. 4 25, 062 △362 △1. 4 0. 2 

２  4, 234, 381 17, 260 0. 4 30. 1 55, 476 △1, 118 △2. 0 0. 4 24, 461 △601 △2. 4 0. 2 

＊３  4, 240, 673 6, 292 0. 1 30. 3 55, 015 △461 △0. 8 0. 4 24, 110 △351 △1. 4 0. 2 

＊４  4, 241, 974 1, 301 0. 0 30. 2 54, 636 △379 △0. 7 0. 4 23, 733 △377 △1. 6 0. 2 

＊５  4, 238, 489 △3, 485 △0. 1 30. 1 54, 148 △488 △0. 9 0. 4 23, 368 △365 △1. 5 0. 2 

＊６  4, 241, 439 2, 950 0. 1 29. 9 53, 858 △290 △0. 5 0. 4 22, 888 △480 △2. 1 0. 2 
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ウ  年齢階級別人口 

令和６ 年の人口を年齢３ 区分別、 すなわち年少人口（ ０ ～14歳）、 生産年齢人口（ 15～64歳）、

老年人口（ 65歳以上） で見る と 、 年少人口は1, 494, 000人で総数に占める 構成割合は10. 5パー

セント 、 生産年齢人口は9, 469, 000人で66.8パーセント 、 また老年人口は3, 215, 000人で22. 7パー

セント と なっている 。 （ 表１ －３ ）  

 

 

表１ －３  年齢（ ３ 区分） 別人口                       （ 各年10月1日現在）  

 
年次 

年 少 人 口 
（ 0～14歳）  

生産年齢人口 
（ 15～64歳）  

老 年 人 口 
（ 65歳以上）  

人 口 
（ 人）  

構成割合 
（ ％）  

人 口 
（ 人）  

構成割合 
（ ％）  

人 口 
（ 人）  

構成割合 
（ ％）  

 

昭和45年 2, 400, 630 21. 0 8, 146, 630 73. 8 590, 811 5. 2 

  50 2, 564, 449 22. 0 8, 360, 219 71. 7 731, 808 6. 3 

  55 2, 393, 687 20. 6 8, 308, 563 71. 6 894, 961 7. 7 

  60 2, 125, 337 18. 0 8, 638, 299 73. 1 1, 055, 850 8. 9 

平成２ 年 1, 727, 479 14. 7 8, 790, 525 74. 7 1, 244, 026 10. 6 

  ７  1, 499, 126 12. 8 8, 705, 099 74. 2 1, 530, 695 13. 0 

  12 1, 420, 919 11. 8 8, 685, 878 72. 3 1, 910, 456 15. 9 

  17 1, 424, 667 11. 5 8, 695, 592 70. 0 2, 295, 527 18. 5 

  22 1, 477, 371 11. 4 8, 850, 225 68. 2 2, 642, 231 20. 4 

  27 1, 518, 130 11. 5 8, 734, 155 65. 9 3, 005, 516 22. 7 

＊28 1, 535, 000 11. 3 8, 969, 000 65. 8 3, 120, 000 22. 9 

＊29 1, 542, 000 11. 2 9, 021, 000 65. 6 3, 160, 000 23. 0 

＊30 1, 550, 000 11. 2 9, 084, 000 65. 7 3, 189, 000 23. 1 

＊令和元年 1, 553, 000 11. 2 9, 158, 000 65. 8 3, 209, 000 23. 1 

   ２  1, 566, 840 11. 5 8, 944, 193 65. 7 3, 107, 822 22. 8 

 ＊３  1, 553, 000 11. 1 9, 255, 000 66. 1 3, 202, 000 22. 9 

 ＊４  1, 535, 000 10. 9 9, 301, 000 66. 3 3, 202, 000 22. 8 

 ＊５  1, 513, 000 10. 7 9, 369, 000 66. 5 3, 205, 000 22. 8 

 ＊６  1, 494, 000 10. 5 9, 469, 000 66. 8 3, 215, 000 22. 7 

（ 注） １  各年次と も 年齢不詳を除く 。  

２  ＊は総務省統計局の人口推計によ る 。 それ以外は国勢調査によ る 。  

 

- 34 -



− 35 − 

 

 

 

( 2） 都民の平均余命、 出生、 死亡の現状

ア 平均余命（ 表１ －４ －①， ②）  

( ｱ） ０ 歳の平均余命 

我が国の０ 歳の平均余命（ 平均寿命） は男81. 56年、 女87. 71年であ る 。 昭和45年の男

69. 31年、 女74. 66年と 比べ、 50年間で男女と も 12～13年程度伸びている 。 都道府県別で見

る と 、 東京都は男が81. 77年で第14位、 女が87. 86年で第17位になっている 。  

( ｲ） 65歳の平均余命 

65歳に到達し た者があ と 何年生き ら れる かを 見る と 、 昭和45年の男12. 50年、 女15. 34年

に比べ、 令和２ 年には男19. 97年、 女24. 88年と 、 高齢期が長く なっ てき ている 。 東京都は

男が19. 89年で全国第27位、 女が24. 93年で全国第17位と なっている 。  

表１ －４ －① 平均余命 （ 単位： 年）  

 

指 標 

首 都 圏 中京圏 近 畿 圏 

東京都 
埼玉県 千葉県 神奈川県 愛知県 大阪府 兵庫県 

総 数 区 部 

０ 歳平均余命 男

女

65歳平均余命 男
女

81. 77 81. 54 81. 44 81. 45 82. 04 81. 77 80. 81 81. 72 

87. 86 87. 79 87. 31 87. 50 87. 89 87. 52 87. 37 87. 90 

19. 89 19. 65 19. 79 19. 95 20. 23 19. 87 19. 35 20. 06 

24. 93 24. 87 24. 55 24. 72 24. 99 24. 58 24. 55 24. 95 

資料： 「 令和２ 年都道府県別生命表」 （ 厚生労働省政策統括官付参事官付人口動態・ 保健社会統計室）  

 

表１ －４ －② 平均寿命と 65歳平均余命の推移（ 全国）  （ 単位： 歳・ 年）  

 昭和 
45年 

 
50年 

 
55年 

 
60年 

平成 
２ 年 

 
７ 年 

 
12年 

 
17年 

 
22年 

 
27年 

令和 

２ 年 
平均寿命( 男性)  69. 31 71. 73 73. 35 74. 78 75. 92 76. 38 77. 72 78. 56 79. 55 80. 75 81. 56 

平均寿命( 女性)  74. 66 76. 89 78. 76 80. 48 81. 90 82. 85 84. 60 85. 52 86. 30 86. 99 87. 71 

65歳平均余命( 男性)  12. 50 13. 72 14. 56 15. 52 16. 22 16. 48 17. 54 18. 13 18. 74 19. 41 19. 97 

65歳平均余命( 女性)  15. 34 16. 56 17. 68 18. 94 20. 03 20. 94 22. 42 23. 19 23. 80 24. 24 24. 88 

資料： 「 第23回生命表（ 令和２ 年） 」 （ 厚生労働省政策統括官付参事官付人口動態・ 保健社会統計室）  

 

イ  出 生（ 表１ －５ ）  

我が国の出生数は、 昭和46年～49年の第二次ベビーブームの後、 昭和50年以降は毎年減少し 続

け、 平成に入っ てから は増減を 繰り 返し ていたが、 平成28年に100万人を切っ てから は減少し 続

けている 。  

東京都においても 同様の傾向にあり 、 平成24年以降は４ 年連続で増加し たが、 平成28年から 再

び減少に転じ ている 。  

 

ウ  合計特殊出生率（ 表１ －５ ）  

全国及び東京都と も 増減し ながら も 低下傾向を示し ていたが、 平成17年を底に、 連続し て上昇

傾向が続いた。 その後、 全国では平成28年、 東京都では平成29年から 再び低下し ている 。 東京都

では、 令和５ 年は0. 99で、 初めて1. 00を下回った。  

 

- 35 -



− 36 − 

 

 

 

表１ －５  出生数・ 合計特殊出生率 

年 次 
出 生 数 （ 人）  合計特殊出生率 

全 国 東京都 全 国 東京都 

昭和40年 1, 823, 697 225, 492 2. 14 2. 00 

50 1, 901, 440 186, 701 1. 91 1. 63 

60 1, 431, 577 126, 178 1. 76 1. 44 

平成７ 年 1, 187, 064 96, 823 1. 42 1. 11 

12 1, 190, 547 100, 209 1. 36 1. 07 

17 1, 062, 530 96, 542 1. 26 1. 00 

22 1, 071, 305 108, 135 1. 39 1. 12 

23 1, 050, 807 106, 027 1. 39 1. 06 

24 1, 037, 232 107, 401 1. 41 1. 09 

25 1, 029, 817 109, 986 1. 43 1. 13 

26 1, 003, 609 110, 629 1. 42 1. 15 

27 1, 005, 721 113, 194 1. 45 1. 24 

28 977, 242 111, 964 1. 44 1. 24 

29 946, 146 108, 990 1. 43 1. 21 

30 918, 400 107, 150 1. 42 1. 20 

令和元年 865, 239 101, 818 1. 36 1. 15 

２  840, 835 99, 661 1. 33 1. 12 

３  811, 622 95, 404 1. 30 1. 08 

4 770, 759 91, 097 1. 26 1. 04 

5 727, 288 86, 348 1. 20 0. 99 

6 686, 061 84, 205 1. 15 0. 96 

資料： 令和６ 年以外の全国の数値………「 令和５ 年人口動態統計」 （ 厚生労働省政策統括官）  

   令和６ 年以外の東京都の数値………「 令和５ 年人口動態統計」 （ 東京都保健医療局）  

令和６ 年の数値…………「 令和６ 年人口動態統計月報年計（ 概数） の概況」 （ 厚生労働省政策統括官）  

 

エ  死  亡 （ 表１ －６ ）  

我が国の年間死亡数は、 昭和23年に100万人を割り 、 昭和30年ま でに急速に減少を続けた。

昭和50年代後半から 増加傾向と なり 、 平成15年から は100万人を 超え、 令和６ 年に160万人台

と なった。  

( ｱ） 死亡率 

東京都の死亡率は、 人口10万対1041. 9で全国の1344. 5と 比べかなり 低率である 。 全国で

最も 低く なっている 。  

( ｲ） 乳児死亡率 

東京都の乳児死亡数（ 生後１ 年未満の死亡数） は113人、 率は出生千対1. 3で、 全国は1. 8

と なっている 。  

( ｳ） 主要死因 

主要死因の死亡割合を全国と 比較する と 次のと おり である 。  

a 悪性新生物 

こ の死因は、 年々死亡数が増えており 、 全国では脳血管疾患に替わって、 昭和56年に

初めて死因順位の第１ 位と なったが、 東京都では昭和52年から 第１ 位を占めている 。 東

京都の悪性新生物によ る 死亡数は、 34, 599人、 死亡率（ 人口10万対） 257. 0で全死亡の

24. 7パーセント を占めている 。  
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ｂ  心疾患 

こ の死因は、 全国で脳血管疾患に替わって昭和60年に初めて第２ 位と なった。 東京都

においても 昭和60年から 第２ 位を 占めており 、 死亡数は20, 579人、 死亡率152. 9、 全死

亡の14. 7パーセント と なっている 。  

ｃ  老 衰  

こ の死因は、 全国では昭和22年を ピ ーク に減少傾向が続いたが、 平成13年以降死亡

数・ 死亡率と も に増加し 、 平成30年に脳血管疾患に替わり 第３ 位と なった。 東京都にお

いても 昭和28年をピ ーク に死亡率の減少傾向が続いたが、 平成13年以降死亡数・ 死亡率

と も に増加し 、 平成30年に脳血管疾患に替わり 第３ 位と なり 、 死亡数は19, 381人、 死亡

率は144. 0で全死亡の13. 8パーセント と なっている 。  

 ( ｴ） 周産期死亡率 

周産期死亡率は1950年（ 昭和25年） 、 ＷＨＯ （ 世界保健機関） によ って提唱さ れて以来、

母子保健の重要指標の一つと なった。  

東京都の周産期死亡率は出産千対2. 7、 全国は3. 3と なっている 。  

 

 

オ 死 産（ 表１ －６ ）  

東京都の死産数は1, 937胎、 率は出産千対22. 5で全国は21. 8と なっている 。  
 

表１ －６  死亡数・ 率及び死産数・ 率 （ 単位： 人）  

 

指 標 

 

全 国 

首 都 圏 中京圏 近 畿 圏 

東京都 
埼玉県 千葉県 神奈川県 愛知県 大阪府 兵庫県 

総 数 区 部 

死亡数 1, 605, 298 140, 273 92, 289 86, 365 75, 057 102, 078 82, 609 108, 534 67, 954 

率（ 人口10万対）  1344. 5 1041. 9 934. 7 1219. 3 1239. 2 1141. 7 1153. 8 1284. 0 1305. 8 

（ 再掲） 悪性新生物 384, 099 34, 599 22, 984 21, 103 18, 390 25, 338 20, 515 26, 629 16, 567 

率（ 人口10万対）  319. 3 257. 0 232. 8 297. 9 303. 6 283. 4 286. 5 315. 0 318. 4 

（ 再掲） 心疾患 226, 277 20, 579 13, 519 12, 030 11, 310 14, 715 8, 588 17, 112 9, 807 

率（ 人口10万対）  188. 1 152. 9 136. 9 169. 8 186. 7 164. 6 119. 9 202. 4 188. 5 

（ 再掲） 老衰 206, 882 19, 381 12, 715 10, 507 8, 970 15, 804 12, 058 11, 212 8, 506 

率（ 人口10万対）  172. 0 144. 0 128. 8 148. 3 148. 1 176. 8 168. 4 132. 6 163. 5 

（ 再掲） 自殺 19594 1, 966 1, 354 1, 191 927 1, 322 1, 120 1, 472 811 

率（ 人口10万対）  16. 3 14. 6 13. 7 16. 8 15. 3 14. 8 15. 6 17. 4 15. 6 

乳児死亡数 1, 266 113 89 57 53 112 90 90 64 

率（ 出生千対）  1. 8 1. 3 1. 4 1. 4 1. 6 2. 2 2. 0 1. 7 2. 1 

周産期死亡数 2, 284 230 168 138 110 151 147 168 119 

率（ 出産千対）  3. 3 2. 7 2. 7 3. 4 3. 2 2. 9 3. 2 3. 1 3. 9 

死産数 15, 322 1, 937 1, 427 1, 004 759 1, 149 933 1, 092 618 

率（ 出産千対）  21. 8 22. 5 22. 7 24. 5 22. 0 21. 9 20. 1 20. 1 19. 8 

資料： 「 令和６ 年人口動態統計月報年計（ 概数） の概況」 （ 厚生労働省政策統括官）  
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( 3） 都民等への広報及び広聴活動 

 ア 広報物の発刊 

都民や事業者等が、 保健・ 医療・ 福祉に関する 情報を 一体的に入手でき る よ う 、 福祉局と

連携し て広報物を作成し ている 。  

( ｱ)  「 東京の福祉保健」 の発行（ 昭和57年度事業開始） （ 所管： 保健医療局）  

都の福祉・ 保健・ 医療施策の現状と 課題、 各分野の事業内容を分かり やすく 説明し て、 都

民等の一層の理解と 協力を得る ために発行し ている 。  

① 発行部数等 

年１ 回35, 000部発行、 Ａ ４ 判、 100ページ（ 表紙・ 裏表紙除く 。 ）  

② 配布先 

都民、 区市町村、 福祉・ 保健・ 医療関係機関等 

なお、 視覚障害者向けに音声版（ 1, 443組） を 、 外国人向けに英語版（ 500部） を 発行

し ている 。  

( ｲ)  「 社会福祉の手引」 の発行（ 昭和40年度事業開始） （ 所管： 福祉局）  

都民や事業者等に、 福祉・ 保健・ 医療に関する 各種事業や社会福祉関係の窓口及び制度等

を紹介する ためのハンド ブッ ク と し て発行し ている 。  

① 発行部数等 

年１ 回25, 000部発行、 Ａ ５ 判、 376ページ、 Ｄ Ａ Ｉ Ｓ Ｙ 版300本 

② 無償配布 

区市町村（ ケ ース ワ ーカー、 各種相談員等） 、 民生委員・ 児童委員、 社会福祉法人、

図書館、 社会福祉関係学校等に23, 195部を配布し ている 。  

③ 有償頒布 

都民情報ルームにて1, 805部を販売し ている 。  

( ｳ)  「 月刊福祉保健」 の発行（ 所管： 福祉局）  

都民や福祉・ 保健・ 医療関係者等に、 福祉局・ 保健医療局の事業やタ イ ムリ ーな話題を紹

介し ている 。 月1回ウ ェ ブ版を 発行し 、 福祉局ホーム ページに掲載、 保健医療局ホーム ペー

ジから も 閲覧可能。  

イ  ホームページの運営 

都における 保健・ 医療の最新情報を 迅速かつ網羅的に都民に提供する ため、 保健医療局の

ホームページ（  ht t ps: //www. hokeni r yo. met r o. t okyo. l g. j p/ ） を運営し ている 。  

ウ  「 都民の声」 の窓口設置と 保健医療局事業への反映 

都民から 寄せら れる 保健医療局事業に関連する 提言、 意見、 苦情、 要望等に迅速・ 適切に

対応し 、 開かれた都政の実現を図る ため、 総務部総務課に「 都民の声」 の窓口を設置し てい

る 。 寄せら れた「 都民の声」 は適切な部署につなぎ、 保健医療局事業への反映を図っている 。  
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12 保健医療事務事業に係る区市町村との連絡調整 

保健医療行政を 円滑に実施する ため、 都は区市町村が主催する 各種会議等の場を 通じ て緊密

な連絡調整に努めてき た。  

昭和50年４ 月から 、 地方自治法の一部改正（ 昭和49年６ 月） に伴い、 それま で特別区の区域

で都が実施し てき た保健所業務の大部分が特別区に移管さ れたも のの、 こ れら の事務の中には

都区間及び特別区相互間において緊密な連携を 必要と する も のが多く 、 都と 特別区と の協力関

係を 従来以上に強化する こ と が必要と なり 、 事務事業の具体的運営について連絡調整を 行っ て

き た。  

その後、 都区制度改革（ 平成４ 年10月） 、 「 地方分権の推進を 図る ための関係法律の整備等

に関する 法律」 （ 平成11年７ 月、 いわゆる 「 地方分権一括法」 ） の施行、 「 東京都地方分権推

進計画」 の策定（ 平成11年７ 月、 平成12年８ 月） 及び「 地域の自主性及び自立性を 高める ため

の改革の推進を 図る ための関係法律の整備に関する 法律」 （ 平成28年４ 月、 いわゆる 「 第５ 次

一括法」 ） の施行によ る 、 東京都から 区市町村への事務・ 権限の移管、 移譲を 推進する 地方分

権の流れを受けて、 都と 区市町村と のよ り 一層緊密な調整に努めている 。  

 

( 1） 一般的な連絡調整 

予算要望、 地方分権に係る 移譲事務の協議提案、 施策の見直し 等の連絡調整については、 特

別区は「 特別区長会事務局」 、 市町村は「 東京都市長会事務局」 及び「 東京都町村会」 を 通じ

て、 各種会議等の場において行っている 。  

ま た、 市町村に対する 施策の見直し 等の連絡調整については、 別途、 都市町村合同協議ラ イ ン

の各会議体の場において行っている 。  

 

( 2） 個別会議体における 連絡調整 

（ 特別区）  

23区で構成し ている 「 特別区保健衛生主管部長会」 、 「 特別区福祉主管部長会」 等の場を通じ

て、 情報提供・ 交換を行い、 都区間の円滑な事務事業の推進を図っている 。  

なお、 保健行政に関し ては、 昭和50年の保健所移管時に締結し た都区協定に基づき 、 都区協議

の場と し て、 「 都区保健衛生連絡協議会」 （ 保連協） が設置さ れており 、 次の事項について協議

を行っている 。  

ア 都と 特別区及び特別区相互間における 協力体制の確保を図る 必要がある 事項 

イ  都区の一体性の保持を図る 必要がある 事項 

ウ  都区の業務分担を明確にする 必要がある 事項 

エ その他特に協議を必要と する 事項 

ま た、 医師会と の連携を必要と する 保健事業については、 都、 特別区及び東京都医師会で
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構成する 「 東京都・ 特別区・ 東京都医師会連絡協議会」 （ 三者協） の場で協議を 行っ ている 。  

 

（ 市町村）  

多摩地区の、 26市で構成し ている 「 東京都市福祉保健主管部長会」 、 ４ 町村で構成する 「 西

多摩郡町村福祉担当課長会」 及び島し ょ 地区町村で構成する 「 東京都島嶼町村会・ 民生部会」

等の場を通じ て、 情報提供・ 交換を行い、 都と 市町村の円滑な事務事業の推進を図っている 。  

また、 医師会の協力を得て実施する母子保健を中心と した事務事業については、 都、 特別区、 市、 町

村及び東京都医師会で構成する 「 東京都地域保健事業連絡協議会」（ 五者協） の場で協議を行っ

ている 。  
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13 保健医療局の防災対策 

保健医療局は、 災害発生時において、 保健・ 医療体制の確立や医療資器材の確保など 、

被災者の命と 健康を 守る 役割を 担っ ており 、 こ れま で、 東京Ｄ ＭＡ Ｔ を はじ めと する 初

動医療体制の整備や、 災害拠点病院における 災害用医療資器材の確保など の取組を 進め

てき た。  

ま た、 首都直下型地震など の大規模災害発生時に、 限ら れた医療資源を 最大限に活用

でき る よ う 、 災害医療コ ーディ ネータ ーを 中心と し たコ ーディ ネート 体制を 構築し 、 迅

速な初動医療体制を確保する など、 更なる 取組の強化を図っている 。  

令和７ 年度に保健医療局が実施する 主な防災対策事業と し て、 分野別に次のよ う なも

のが挙げら れる 。  

【 保健施策の実施】  

• 災害時健康危機管理支援チーム（ Ｄ ＨＥ Ａ Ｔ ） の体制整備（ 64ページ）  

• 在宅人工呼吸器使用難病患者非常用電源設備整備事業（ 77ページ）  

• 在宅人工呼吸器使用者災害時支援（ 79ページ）  

【 医療提供体制の整備】  

• 医療救護活動（ 120ページ）  

• 災害拠点病院の整備（ 121ページ）  

• 災害拠点連携病院の整備（ 122ページ）  

【 健康安全施策の実施】  

• 災害時医薬品等供給体制の強化（ 172ページ）    
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14 保健医療分野のＤＸ推進 

福祉・保健医療分野ＤＸ推進計画 

Ｄ Ｘ によ って2030年に目指すべき 到達点等を 定めた「 福祉・ 保健医療分野における Ｄ Ｘ 加速化

方針」 （ 2023年４ 月策定） を 受け、 2025年度ま での具体的な取組を 定めた「 福祉・ 保健医療分野

Ｄ Ｘ 推進計画」 （ 2024年３ 月策定、 2025年３ 月更新） を策定し た。 本計画によ り 、 福祉・ 保健医

療分野の施策効果を更に高め、 両局のＤ Ｘ 推進を実効性のある も のと する 。  

本計画では、 福祉局・ 保健医療局における 全てのＤ Ｘ の取組（ 151取組） を記載し 、 う ち24取組

を 重点事業に位置付けて特に力を 入れて推進し ていく 。 本計画の中で保健医療局の重点事業は以

下のと おり （ 15取組） である 。  

 

（ １ ）  重点事業（ 領域別）  

ア 保健 

( ｱ)  TOKYO WALKI NG MAPの再構築 

•  都民の日常的な身体活動量（ 歩数） を 増やし 、 健康づく り を支援する ためのポータ ルサ

イ ト 「 TOKYO WALKI NG MAP」 について、 マイ ページ機能や写真・ リ アク ショ ン の投稿機

能等を追加 

•  サイ ト の再構築によ り 継続的な利用を促すこ と で、 都民の主体的な健康づく り の支援を

促進、 生活習慣病や生活機能低下の予防を推進 

 

( ｲ)  と う き ょ う 健康ス テーショ ンの再構築 

•  健康づく り を支援する ためのポータ ルサイ ト 「 と う き ょ う 健康ス テーショ ン」 について、

都民や事業者、 区市町村など が利用し やすいよ う ユーザー目線でサイ ト の構成等を見直

すと と も に、 Ａ Ｉ によ る おすすめ表示や検索補助機能、 プッ シュ 通知機能等を導入 

•  再構築によ り 、 都民の情報へのアク セス 性を 向上さ せる と と も に、 サイ ト の継続的利用

を促し 、 誰一人取り 残さ ない健康づく り を推進 

 

( ｳ)  保健所の音声マイ ニングシス テムのアッ プグレ ード  

•  新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症対応業務で活用し た音声マイ ニングシス テムを、 通話内容の

リ アルタ イ ムテキス ト 化や電話応対フ ォ ロ ー機能等を備えたシス テムへアッ プグレ ード

し た上で、 精神保健福祉相談等の業務へ横展開  

•  シス テムのアッ プグレ ード によ り 、 記録作成の事務負担を軽減する と と も に、 チャ ッ ト

やＦ Ａ Ｑ 機能によ る 応対支援が可能と なる こ と で、 よ り 的確な応対を実現し Ｑ Ｏ Ｓ 向上 
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イ  医療 

( ｱ)  病院・ 診療所への電子カルテ導入支援 

•  電子カルテ導入によ る 病院・ 診療所での診療情報のデジタ ル化について、 ノ ウ ハウ を含

めて総合的に支援 

•  電子カルテ導入促進によ り 、 新たな新興感染症や災害発生への備えと し て、 病院間に限

ら ず、 診療所も 含む医療機関間で、 平時から 診療情報の共有が可能と なる と と も に、 国

が構築する 全国医療情報プラ ッ ト フ ォ ームで電子カルテ情報を共有する ための基盤を整

備 

 

( ｲ)  医療法等に基づく 立入検査Ｄ Ｘ  

•  立入検査時に必要な紙書類のペーパーレ ス 化を行い、 病院情報・ 検査情報をク ラ ウ ド 上

で管理でき る シス テムを 構築（ 準備書類のデータ 提出、 帳票の自動チェ ッ ク 機能、 検査

時のタ ブレ ッ ト 入力、 実施通知・ 復命書・ 結果通知の自動作成機能等）  

 •  一連の立入検査業務のデジタ ル化によ り 、 病院担当者及び都職員の事務負担を軽減し 、

効果的な検査に注力 

 

( ｳ)  都立看護専門学校における 看護人材教育のＤ Ｘ 推進 

•  医療Ｄ Ｘ の推進等に対応でき る 質の高い看護師を育成する ため、 都立看護専門学校の看

護教育現場における Ｄ Ｘ を推進 

•  看護教育現場における Ｄ Ｘ の導入によ り 、 更なる 教育の質の向上や看護学生の利便性向

上、 教員の負担軽減によ る 働き 方改革の実現につなげる  

 

( ｴ)  都立病院における 多言語版Ａ Ｉ 問診シス テムの導入 

•  患者の受診手続における 多言語に対応し たＡ Ｉ 問診シス テムを導入  

•  シス テム導入によ り 、 患者の利便性向上や外国人が安心し て医療を受けら れる 環境を整

備する と と も に、 医療従事者の業務負担を軽減 
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ウ  健康安全 

( ｱ)  食品営業許可業務のオンラ イ ン化 

•  保健所における 食品営業許可業務のデジタ ル化及び申請に係る 手数料支払の電子決済に

対応し たシス テムを構築 

•  食品営業許可における 一連の申請の流れをオンラ イ ンで完結する 仕組みを構築する こ と

によ り 、 事業者の利便性の向上と 申請受付業務の効率化を実現 

 

( ｲ)  食品衛生監視指導における Ｄ Ｘ  

•  食品衛生監視指導の立入指導や聞き 取り 調査時に、 必要なデータ をタ ブレ ッ ト によ り 現

場で入力でき る よ う シス テム構築 

•  タ ブレ ッ ト から データ 参照、 食品営業施設への立入指導時における 現場での指導情報の

入力によ り 、 職員の事務負担を軽減し 、 効果的な監視指導に注力 

 

( ｳ)  動物愛護相談センタ ーの相談記録データ ベース の再構築 

•  動物愛護相談センタ ー多摩支所に寄せら れる 飼い主が飼育する 動物に関する 都民から の

相談記録業務に関し て、 記録の入力から 決裁、 統計作成に至る ま での過程を一貫し て行

える データ ベース をノ ーコ ード で構築  

•  相談記録データ ベース の構築によ り 、 記録作成の事務負担を軽減し 、 都民相談を受けて

の具体的対応に注力 

 

( ｴ)  健康安全研究センタ ーの検査オーダリ ングシス テムの再構築 

•  健康安全研究センタ ーにて実施し ている 試験検査（ 感染症の病原体検査、 食中毒の原因

究明等） を管理する 検査オーダリ ングシス テムについて、 業務Ｂ Ｐ Ｒ と 基本構想策定を

行った上で、 再構築 

•  新シス テム構築及び業務最適化によ り 、 検査業務効率化と 検査の信頼性向上、 他シス テ

ムと の連携によ る データ の政策活用等を実現 
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エ 感染症対策 

( ｱ)  結核業務における 患者対応管理ツールの導入 

•  患者毎に紙で作成し ている 「 結核登録票」 を データ 化し 、 患者・ 接触者対応の管理ツ ー

ルを導入  

 •  患者・ 接触者の対応情報を デジタ ル化する こ と によ り 、 進捗の見える 化や情報検索の容

易化など を実現し 、 職員の患者対応のス ケジュ ール管理や職員間の情報共有が効率化さ

れ、 患者・ 接触者への対応に注力 

 

( ｲ)  感染症健康危機管理情報ネッ ト ワ ーク シス テム（ K-net ） の改修 

•  感染症対策に関わる 関係機関等と の情報共有プラ ッ ト フォ ームである K-netについて、 業

務の効率化、 情報の一元化を図る ためシス テム改修を実施 

 •  関係機関間の迅速な情報共有、 情報整理を実現し 、 都民の感染症拡大防止につなげる  

 

 

オ 福祉・ 保健医療共通 

( ｱ)  福祉・ 保健医療分野のデジタ ルプラ ッ ト フ ォ ーム構築  

•  福祉施設や医療機関等の事業者・ 事業所データ を共有でき 、 事業者が一度の申請で複数

の申請先への手続が可能と なる 仕組み（ ワ ンス ト ッ プ） や、 一度入力し た情報が再入力

不要と なる 仕組み（ ワ ンス オンリ ー） を構築  

•  情報連携基盤への更なる データ 追加・ 整備を 行う と と も に、 事業者データ ベース と の連

携を行い、 都職員の業務の効率化や事業者の事務負担を軽減 

  

( ｲ)  社会福祉施設等の指導検査Ｄ Ｘ   

•  指導検査における 対面・ 書面によ る 業務プロ セス の見直し に必要なデジタ ル環境の整備

を推進し 、 事業者及び行政双方の業務負担の軽減と 利便性を向上する と と も に、 区市町

村が共同利用でき る 環境を構築  
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